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(c)遠隔監視法

調査･浄化システムの事例

原位置土壌置換法(a)では,

空気を伴った超高圧硬化剤液

を汚染個所に回転させて噴射

し,汚染土壌を切削除去する

と同時に,円柱状の固結体を

造成して土壌置換を行う｡

光(紫外線)分解法(b)では,

吸引したガスを紫外線分解塔

に導入し,分解して無害化

する｡

遠隔監視法(c)では,ロー

カル監視(データロガー)や電

話回線を利用することによ

り,浄化設備の情朝を遠隔地

で監視する｡

現在,土壌や地下水の汚染が顕在化している｡汚染物質の主なものは,トリクロロエチレンなどの揮発性有機化合物,カド

ミウムなどの重金属類,および農薬である｡また,最近はダイオキシン矩の汚染も問題となっている｡

汚染物質は土壌中に蓄積され,それが地下水層に達すると,その流れに沿って汚染が拡大されていく｡浄化対策にあたって

は,汚染物質の種類,濃度,挙動特性とその汚染範囲､汚染個所の土質や地下水の特性などに基づいて,最も適した浄化技術

を単独あるいは複数の技術を複合して選定することが肝要である｡また,浄化にあたっては,モニタリング情報を基に節目ご

とにフィードバックを掛けて浄化の最適化を図る｢浄化マネジメント+が欠かせない｡

浄化技術の選定に際しては,汚染調査が不可欠である｡調査は,ステップを踏んで,きめ細かく行うことが大切である｡さ

らに,この調要は,分析･解析技術を駆使した,浄化設計へとつながるシステムとする必要がある｡
日立グループは,これらについて早くから研究開発を進めてきており,長年蓄積してきた環境関連技術を総合して,調査･

解析から浄化･モニタリングまで,浄化マネジメントを取り入れた,一貫したシステムとして事業展開を図っている｡

はじめに

土壌･地下水汚染に関しては,1991年に制定された上

壌環境基準が1993年に改定され,重金属類,揮発性有機

化合物,および農薬の25物質についての基準が定められ

ている｡また,地下水についても1999年に硝酸性窒素な

どの3物質が追加され,現存26物質についての環境基準

が制定されている｡1999年にはダイオキシン類について

も,土壌および水質環境基準が定められた｡

最近の動向として,環境マネジメントシステム

(ISO14001)の導人に対応するために,現場環境の汚染調

査を行う企業が多くなっている｡また,継続環境調杏の

指針(サイトアセスメント)(ISO14015)も導入の方向にあ

る｡汚染についての調奄･対策指針は1999年に改定さ

れ,土地売買･担保価値の見直しニーズを考慮したもの

となってきている｡また,何年に企業に対して化学物質

の排出量の報告を義務づける｢化学物質排出管理促進法+

(PRTR法)が成東した｡さらに,自治体では,環境基準

とは別に,発動基準を設けようとする動きも見られる｡

日立グループは,長年培ってきた環境関連技術を基に,
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調査,解析,および浄化の各技術について多くの実績を

積み煮ね,一貫したシステムとしての構築を図って対応

してきた｡

ここでは,土壌･地下水汚染の問題点とその対策方

法,対策に至る調査方法,および浄化マネジメントにつ

いて述べる｡

土壌･地下水汚染の問題点

土壌汚染は蓄積性であり,その影響は長期にわたって

続く｡また,その汚染は局所的であり,サイトごとに多

様な形態をとる｡

土壌汚染は発見されにくいが,汚染物質が地‾F水屑に

達するとその流れに沿って下流方向に広がって行き,地

下水汚染として顕在化することが多い｡

汚染物質のうち揮発性有機化合物の多くは,比重が水

よりも大きく,粘性は逆に水よりも小さく,水に難溶性

で,低沸点で揮発性を持っている｡

このため,汚染物質は十壌中を下方に移動しやすく,

地下水層に至ると地■卜水層の下部にたまるとともに,そ

れが地下水流に沿って拡散していき,汚染を拡人する｡

重金属類は,揮発性有機化合物よりも移動性が小さい

ため,浅層部の汚染が多い｡

対策技術

3.1浄化対策技術

浄化対策技術としては,拡散防止(封じ込め),回収

(分離),無害化(分解)などがある｡

汚染物質とその存在個所別に分類した浄化対策技術,

および日立グループの保有才支術を表1に示す｡

浄化技術の選定にあたっては,浄化対象物質の濃度,

挙動特性や土質特性,地下水特性を考慮して,最適なも

のを単独として,あるいはシステム的に複数の技術を複

合して採用する｡

重金属類については,汚染物質の封じ込めが主流であ

る｡日立グループは,不溶化や熱による浄化の技術を持

っている｡

揮発性有機化合物については,(1)土壌ガス真空吸

引,(2)地下水揚水,および(3)掘削除去が基本であ

る｡日立グループは,これらの基本技術に種々の技術を

複合させて浄化システムを提供している｡

そのほかに,環境基準項目にない油類などが問題化し

ており,油類については掘削除去,封じ込め,固化など

の対策をとっている｡
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表1浄化対策技術

現在開発中の技術も含めた,各種の浄化対策技術の汚染物質へ

の適合性を示す｡

浄 化 対 策 技 術

重

金

属

揮

発

物

曲

庁∈

薬
ほ

か
串1

ク日
ノレ

l

プ立
*2

土

壌

封じ

込め

遮 断 遮断,速水 ○ ○ ○ ○

不溶化 化学固化 ○ ○ ○ ○

除去 除 去 掘削除去 ○ ○ ○ ○

分離

洗 浄 溶媒抽出 △ △ △

気 化
加 熱 △ ○ ○ ○

真空吸引 ○ ○

吸 着 キレート △ ○ ○

分解

熟 焼却,溶融,固化 ○ ○ ○ ○

物理

化学

光(紫外線)分解,

触媒,オゾン
△ ○ ○

微生物
バイオレメディ工

‾ンヨ/

△ △ △

地

下

水

分離 揚 水 ばっ気.吸着 ○ ○

分解

物理

化学

光(紫外線)分解,

触媒,オゾン
△ ○ △ ○

微生物
バイオレメディエ

‾ンヨ/

△ ○ △ ○

注:記号説明など

○(実用化段階),△(開発段階),-(該当なし)

*1農薬･油菜引まかを示す｡

*2 日立グループで保有している技術を示す｡

3.2 浄化対策事例

日立グループが実施した揮発性有機化合物の浄化対策

事例について以■卜に述べる｡

なお,次にあげる浄化技術は以前に発表済みであるの

で,今山はその概念を図1に示すにとどめる｡

(1)土壌ガス真空吸引法,(2)地■卜水揚水法,(3)二

束抽出法(真空吸引法＋地‾卜水揚水法),(4)地下水原位

置ばっ気法,(5)低温加熱処理法

3.2.1原位置土壌置換法

汚染個所だけを選択的に浄化する方法である｡まず,

空気を伴った超高圧硬化剤液を汚染個所に回転させて噴

射し,汚染十壌を切削して除去すると同時に,円柱状の

固結体を造成し,これによって土壌置換を行い,浄化す

る｡この方法の特徴は,短時間で浄化できる点である

(33ページの図参照)｡この方法では,1,000mこiのトリク

ロロエチレン汚染十壌を20日で浄化した実施事例があ

る｡この事例では,除去土壌をばっ気後に処理した｡

この技術は,汚染土壌の置換だけでなく,地下水のバ

リヤ機能としての地中壁造成や,囲い込み工法にも適用

できる｡
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(a)土壌ガス真空吸引法
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(b)地下水揚水法
汚染された地下水を揚水して浄化する方法である｡
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(d)地下水原位置ばっ気法
地下水中に空気ばっ気を行い,地下水中の汚染物質を空気側に移行させて

処理する方法である｡)地下水は地上にくみ上げられずに復水するので,地盤
沈下のおそれがない√フ

3.2.2 光(紫外線)分解法

浄化作業で回収した汚染物質の分解方法については,

PRTR法の成立を契機として,期待が高まっている｡日

立グループは,これを受けて,真空吸引や揚水ばっ気し

たガス中の汚染物質を紫外線によって分解する技術を導

入している(33ページの凶参照)｡実施事例では,トリク

ロロエチレンのガス中濃度1,000～2,000ppmが,処理時

間5秒で10ppm以‾卜に分解できている(⊃

3.2.3 その他の方法

複合事例として,⊥壌ガス真空吸引法では,加圧空気

注人や地中加熱を併用する方法がある｡また,地下水揚

水法では,地‾F水柱入を併用する方法もある｡さらに,

地■卜水揚水井戸と地中壁を組み合わせて流出防止を図っ

た｢バリヤ法+の例もある｡

3.3 浄化マネジメント

浄化は,常にスムーズに進むとはかぎらない｡_l二質や

地下水特性を調査段階で100%把据できていれば申し分

ないが,限られた調査情報に基づいて浄化設計を行い,

作業を実施せざるをえないことも多い｡このため,汚染

範囲が広い場合は,浄化にあたっての｢浄化マネジメン

ト+が大切である｡

口立グループは,モニタリング情報を共にシミュレー

ションを行い,節目ごとにフィードバックを掛け,複合

技術を駆使して最適浄化‾方法とする浄化マネジメントを

実施している｡

活性炭吸着塔など

真空抽出

ユニット

ニ垂抽出井戸

地下水位面

紅◆排気

(c)二重抽出法
汚染土壌と地下水を同時に浄化する方法であり,
浄化期間の短縮に効果があるし､

バグフィルタ

ーー排気

排気 弼
故

買 活性炭吸着塔

♭〆炉l靴土壌

(e)低温加熱処理法
汚染土壌を掘削し.低温加熱で浄化する方法である｡

図1 土壌･地下水浄化

の概念

日立グループの揮発性有

機化合物の浄化事例の概念

を示す｡

調査･分析･解析技術

対策を効果的に行うには,汚染調査が重要である｡調

杏計画を立てて,指針に準じてステップを踏んで調査す

る,以‾Fのようなプロセスが重要である｡

(1)資料などの調査

まず,既存の資料などから土地の履歴や汚染物質の使

用場所などの調査を行い,概況調査計画を作成する｡

(2)概況調査(表層調査,土壌ガス調査)

概況調杏は,汚染の平面的広がりを確認する目的で行

う｡揮発性物質については,表層ガス濃度調査法を川い

て,現地で汚染範囲を把捉する｡また,表層の土壌や既

設ナl二戸の地下水などを採取して日立グループ内の分析機

関に持ち返り,公走法による分析も行う｡日立グループ

は,こ讃1らの分析機器の供給も行っている｡ダイオキシ

ン類の分析については,溶媒抽州や濃縮の前処理工程を

日動化することにより,多数の.七壌試料を迅速に分析す

る装置を開発中である｡

概況調査の結果を基に,次の詳細調杏計画を作成する｡

(3)詳細調奄(ボーリング調査)

詳細調査は,汚染源の特定と,汚染の深度方向の広が

りを確認する口的で行う｡この詳珊調査の精度が,浄化

設計のキーポイントとなる｡

詳細調査では,ボーリング調査を行い,汚染物質の分

析だけではなく,土質の確認や地下水の流向,流速につ
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土地の現況確認または土壌汚

染発見で調査を実施する場合

対象地

資料などの調査

土壌汚染

の可能性

概況(土壌ガス)調査

(平面分布の把握)

明らかになし｡

地下水汚染の判明を契機と

して調査を実施する場合

地下水汚染の判明

資料などの調査

地下水汚染源推定調査

(汚染一流動状況の把握,汚染源の推定)

明らかになし(土壌から調査する場合)｡

圏
調査清みの場合を除く

言羊細(ポーリンク)調査

(三次元分布の把握)

(汚染残存量など)

地下水調査

(周辺地下水の状況の把握)

超える地点なし(土壌から調

査する場合だけ)｡

(早期の対策が著しく困難)

地下水環境基準

超える地点あり｡

土壌環境基準超過

(土地改良などの機会)

地下水環境基準超過

土壌の処理対策

効果確認調査

浄化マネジメント 地下水の処理対策

効果確認調査

処理対策完了

処理対策地などのモニタリング

記録の作成など

応

急
対
策

図2 揮発性有機化合物の調査･対策システムのフロー

調査から浄化までの手順を揮発性有機化合物について示す｡重

･金属類もほぼ同様の手順である｡

いても調査を行う｡

汚染物質の分析は,分析機関による公定法に準じて行

うのが基本であるが,日立グループは,揮発性物質につ

いてはヘッドスペース法掛による現場での簡易分析も併

用し,現場で汚染範囲を迅速に特定することにより,数

多くのデータを安価に人手する方法をとっている｡

(4)浄化方法の選定･設計

汚染物質や上質特性,地下水特性などの調査結果を基

に,適切な浄化技術を選定する｡シミュレーション技術

や現場揚水試験,吸引半径確認試験などを用いて設計デ

ータをまとめ,設備設計も行っている｡

(5)モニタリング･浄化効果の評価

浄化効果は,観測井戸の地下水の水質や,浄化設備の

-L壌ガス濃度などを定期モニタリングして確認する｡

モニタリングの手法として,遠隔監視法がある｡この

※)ヘッドスペース法:採取土壌と水とを混合させて振と

うし,容器のヘッドスペース部にガスを揮発させ,そ

れを吸引分析する方法
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手法では,ローカル監視(データロガー)や電話回線の利

梢により,浄化設備の情報を遠隔地で監視する方法も用

いている(33ページの図参照)｡この遠隔監視は,浄化マ

ネジメントを行ううえでの重要な情報源である｡

システムフロー

上述したように,土壌･地下水汚染対策では,調査か

らその対策までを一貫して行うことが肝要である｡その

調査･対策のシステムフローを図2に示す｡

口立グループは,調香から対策まで一貫したシステム

で-一卜壌･地下水の浄化にあたっている｡また,浄化マネ

ジメントの導人により,効率的な浄化を行うことに努め

ている｡

おわりに

ここでは,揮発性有機化合物を主とした浄化対策技術

と,対策に至る調査技術について,浄化マネジメントを

含めて述べた｡

これからも,日立グループは,一卜壌･地下水環境の保

全に効果的な調査･対策技術の開発を推進していく考え

である｡
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